	通所型サービス（国基準相当）指定申請の点検表
	受付・補正回数
	1
	2
	3

	法人名
	　
	　
	受付・審査日
	／
	／
	／

	事業所の名称
	　
	　
	対応職員
	　
	　
	　

	　

	書　　類
	様式等
	自己チェック内容

	介護予防・日常生活支援総合事業指定申請書
	別紙様式第三号（四）

	□　所在地、法人名称、代表者職氏名が記載してあるか。
□　申請者欄にすべて記載してあるか。内容は適当か。


	付表
	付表第三号（二）
	□　事業所欄にすべて記載があるか。内容は適当か。
□　事業所名は県から指定を受けた時のもの（又はその後変更届によって届け出たもの）と同一であるか。
□　必要な事項が全て記載されているか。
□　従業者の数及び常勤換算数は、勤務形態一覧及び運営規程と一致しているか。
□　営業日及び営業時間、サービス提供時間は運営規程と一致しているか。
□　通常の事業の実施地域は運営規程と一致しているか。
□　利用料は法定代理受領分は第１号事業支給費用基準額の利用者負担分とし、法定代理受領分以外は第１号事業支給費用基準額と記載されているか（同趣旨が読み取れる記載内容であれば可）。



	従業者の勤務の体制および勤務形態一覧表
	標準様式１－２
	□　実施予定月、サービス種類、事業所名の記載があるか。
□　曜日の記載があるか。
□　従業者の数は、付表、組織体制図及び運営規程と一致するか。
□　各従業者ごとに勤務時間が計上され、４週の合計や週平均が正しく記載されているか。
□　他の職種と兼務する場合、兼務する職種の勤務時間も記載されているか（段を分けて記載すること）。
□　常勤換算後の人員の欄に記載はあるか。またそれは正しく計算されているか。
　（15）サービス提供時間内の勤務延時間数（介護職員）≧(18)確保すべき介護職員の勤務時間数



	就業規則の写し、組織体制図、資格証の写し、雇用契約書の写しまたは誓約文
	
	□　法人に属する全ての事業所、施設が名称、所在地とも記載されているか。
□　事業所で勤務する従業者の職種、氏名が全て記載されているか（勤務体制一覧表と一致していること）。
□　他事業所の職と兼務している場合、兼務先にも職氏名が記載されているか。
□　管理者、生活相談員、看護職員、機能訓練指導員の資格証明書が添付されているか。

□　勤務形態一覧表の記載と同じ順序で編纂されているか。
□　雇用証明書又は雇用契約書の写しの添付があるか。
□　勤務形態一覧表の記載と同じ順序で記載（編纂）されているか。　


［雇用証明書の場合］
□　雇用証明書の内容について被用者が確認した旨の署名（自筆）があるか。

［雇用契約書の写しの場合］
□　雇用契約書の内容について被用者が確認した旨の署名（自筆）があるか。


	従業者の写真
	　
	□　従業者全員分の写真が添付されているか（原則として数名ずつの集合写真。証明写真は不可）。
□　事業所（施設内）で撮影したものであるか。
□　Ａ４版の用紙に貼付し、１人ずつ職氏名を記載しているか（デジカメ写真のカラー印刷可）。


	サービス提供実施単位一覧表・日課表等

	参考様式７
	□付表に記載された事項と一致しているか。

□サービス提供単位ごとの利用定員が明記されているか。


	（管理者、生活相談員）経歴書
	参考様式１２
	□　管理者及び生活相談員の経歴書が添付されているか。
□　氏名、住所、生年月日、資格内容等が経歴書と雇用証明書で内容一致しているか。


	事業所の平面図
	標準様式２
	□　食堂及び機能訓練室、相談室、静養室、事務室の位置が記載されているか。
□　各部屋の面積が平面図に記載されているか。


	外観および内部の様子がわかる写真
	
	□　事業所外観の写真が添付されているか。
□　各部屋及び送迎車の写真が添付されているか。
□　写真の撮影方向が平面図に記入されているか。


	設備等一覧表
	標準様式３
	· 名称及び数量が明記されているか。


	付近の地図
	　
	□　事業所の場所が確認できる周辺地図及び住宅地図（ゼンリン地図など建物の位置が分かるもの。手書き案内図も可）が添付されているか。


	運営規程
	　
	□　事業所の名称、所在地が記載されているか（申請書、付表と一致しているか）。
□　従業者の職種、員数及び職務内容が記載されているか（付表、雇用証明書と一致しているか）。
□　営業日、営業時間、サービス提供時間及びその他年間の休日が記載されているか（付表と一致しているか）。
□　延長サービスを実施する場合、延長サービス対応時間が記載されているか。
□　利用料は法定代理受領分は第１号事業支給費用基準額の利用者負担分とし、法定代理受領分以外は第１号事業支給費用基準額と記載されているか（同趣旨が読み取れる記載内容であれば可）。
□　食事を提供する場合、食費について記載されているか。
□　交通費の受領は通常の事業の実施地域を越えた場合としているか。
□　おむつ代を徴収する場合、具体的な金額が分かるように記載されているか。
□　延長サービスを実施する場合、具体的な金額がわかるように記載されているか。
□　その他日用生活品、教養娯楽の材料費等を徴収する場合、実費分としているか。
□　上記の料金について、利用者に対する事前説明を行い、文書による同意を得る旨記載されているか。
□　上記の料金以外に、利用者に同意を得て費用を請求、徴収できる規定を設けていないか。
□　通常の事業の実施地域が記載されているか（付表と一致していること）。
□　通常の事業の実施地域について、客観的に地域が限定されているか（～の一部、主として、近隣市町村、～の東部地区等の表現は不可）。
□　書類の保存年限を定めている場合、保存期間は５年としているか。


	消防用設備検査証の写し
	　
	□　消防用設備検査済証の写し、又は消防用設備等点検結果報告書（消防署の受理印があるもの）の写しが添付されているか。


	役員に関する誓約書
	参考様式６
	□　役員全員分を記入し、各役員は誓約内容を確認したか。


	誓約書
	標準様式５
	□　介護保険法第１１５条の４５の５第２項及び山鹿市介護予防・日常生活支援総合事業における指定事業者の指定等に関する規則第９条２項の規定に該当しない者である旨を誓約したか。

	
	
	
	
	
	
	


